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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンターとは
障害者等のICT機器の利用機会の拡大や活用能力の向上を目的として、各自治体が設置するICT機器の紹介や貸出、利
用に係る相談等を行う拠点のことを指す。

A県ICTサポートセンター

ICTサポートセンター設置自治体

ICT機器の
紹介・貸出

ICT機器
利用相談

利用支援団体の
紹介

視聴覚障害者情報提供施設、
障害当事者団体、メーカー、
パソコンボランティア 等

連携

身近な相談窓口
支援

WEBによる情報
提供

ICT機器の展示
体験利用

障害者、そのご家族等
○PC、スマホ、ネット等の利用において、
・ 自分に適した機器を知りたい
・ 基礎的な使い方を知りたい
・ 便利な利用方法がわからない
○ＩCＴ機器を使った社会参加活動がしたい
○障害により会話が困難となった友人とコミュニケーションがしたい

市町村障害担当

出典：厚生労働省「障害者等のICT機器利用支援事業」事業イメージから一部抜粋、加工
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１．ICTサポートセンターの概要

障害者関連法制度の変遷

1970

心身障害者対策
基本法

2003 2006

2013

改正児童福祉法

2013

障害者優先調達
推進法

2016

障害者差別解消法

1960

身体障害者雇用
促進法

2024

改正障害者差別
解消法

事業者による合理的
配慮の提供の義務化

2022

障害者情報アクセシビリティ・
コミュニケーション施策推進法

2016

改正障害者雇用
促進法

措置から契約へ

３障害共通の制度へ

2019

読書バリアフリー法
1994

ハートビル法

2003～ ITサポートセンター
2020～

ICTサポートセンター

1993

障害者基本法

1949

身体障害者福祉法

1960

精神薄弱者福祉法
1999

知的障害者福祉法

1950

精神衛生法
1987

精神保健法

1995

精神保健福祉法

社
会
福
祉
基
礎
構
造
改
革

障
害
者
自
立
支
援
法

障
害
者
総
合
支
援
法

支
援
費
制
度
の
施
行

2004

発達障害者支援法

2000

2000

交通バリアフリー法

2006

バリアフリー法 2021
医療的ケア児支援法

2024

改正児童福祉法

2024

改正障害者総合支
援法

1981

国
際
障
害
者
年

2006

発行
障
害
者
権
利
条
約

【日本】

2007

署名
2014

批准

2012

障害者虐待防止法

雇用主による合理的配慮
の提供の義務化

2011

改正障害者基本法

1993-第1期障害者基本計画 2003-第2期 2013-第3期 2018-第4期 2023-第5期

2013

出典：弊社にて作成
（参考：厚生労働省「障害者の新たな福祉制度の検討について」平成22年5月12日）
https://www.mhlw.go.jp/seisaku/kaigi/2010/05/dl/k0512-1a.pdf

2016

改正発達障害者
支援法

社会モデルの
考え方が反映

難病も支援対象に
改
正
障
害
者
自
立
支
援
法

2010
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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンターの位置づけ
【障害者基本法】第1条目的

障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有、

自立及び社会参加

【アクセシビリティ法】

１条基本理念 社会参加のためには、情報の十分な取得利用、
円滑な意思疎通が重要

3条基本理念

➢ 障害の種類、程度に応じた手段の選択

➢ 地域に関わらず情報取得

➢ 障害者でない者と同一内容の情報、同一時点で取得

➢ 高度情報通信ネットワークの利用、情報通信技術の活用
【障害者差別解消法】

【障害者総合支援法】

第78条 都道府県の地域生活支援事業

特に専門性の高い相談支援、特に専門性の高い意思疎通
支援を行う者の養成・派遣、市町村相互間の連絡調整その
他の広域的な対応、厚生労働省令で定める事業、その他厚
生労働省令で定める便宜を供与する事業

第77条 市町村の地域生活支援事業

意思疎通に支障がある障害者等に、意思疎通支援者の派
遣、用具の給付や貸与、その他厚生労働省令で定める便宜
を供与する事業

※地域の特性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により事業を効果
的・効率的に実施

基本的施策：情報の利用におけるバリアフリー化

(情報利用、情報取得、意思表示、意思疎通)

基本方針：環境の整備（意思表示やコミュニケーションを支
援するための人的資源、情報アクセシビティの向上等）

［障害者基本計画］

情報アクセシビリティの向上及び
意思疎通支援の充実

指標：ICTサポート

センターの設置数

地域生活支援促進事業

［障害者ICTサポート総合推進事業］

障害者等のICT機器の利用機会の拡大、
活用能力の向上、

情報へのアクセスの円滑化

• ICTサポートセンターの設置・運営事業

• パソコンボランティアの養成・派遣

• サピエ等へのアップロード

ICTサポートセンター

厚生労働省

【障害者権利条約】

２条定義

言語：音声言語及び手話その他の形態の非音声言語

９条施設及びサービス等の利用の容易さ

➢ 障害者に対する他の適当な形態の援助・支援の促進

➢ 情報通信機器・情報通信システムの利用機会の促進

➢ 利用しやすい情報通信機器・情報通信システムの設計・開発・
精算・流通の促進

［デジタル推進委員］
誰一人取り残されない社会の実現
デジタル社会の利便性を享受できる環境

• デジタル推進委員の要件：ICTサポートセンター等

デジタル庁
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１．ICTサポートセンターの概要

障害者ICTサポート総合推進事業

障害者等の情報通信技術（ICT）の利用機会の拡大や活用能力の向上を図り、情報へのアクセスを円滑に行えるよう支
援することにより、障害者の自立と社会参加の促進を目的とする。

目 的

都道府県、指定都市及び中核市（令和５年度実施自治体：42都道府県、９指定都市、２中核市）

実 施 主 体

障害者の情報アクセシビリティの向上のため、以下の事業を実施する。

（１） 障害者に対するICT機器の紹介や貸出、また利用に係る相談等を行う総合的なサービス拠点
（「ICTサポートセンター」等）を設置し運営する事業
◆例・・・聴覚障害者が参加する会議などへヒアリングループの貸出、障害者のパソコン利用に関する相談会の開催 等

（２） 障害者に対し、サピエ（※）等のインターネットを通じたサービスの利活用や、ICT機器の操作についての支援を行う
パソコンボランティアの養成・派遣を行う事業
◆例・・・パソコンボランティアが障害者の自宅へ訪問し、実際に使用する機器を使用しながらの利用支援

地域の住民を対象としたパソコンボランティアの養成研修会の開催 等

（３） 視覚障害者等の地域生活を支援するため、地域の広報誌やイベント案内などの地域情報を音声や点字などの利用
 しやすい媒体に加工し、視覚障害者等用情報総合ネットワーク「サピエ」等の障害者がアクセスしやすいネットワークに
アップロードする事業
◆例・・・視覚障害者情報提供施設と連携し、地域生活において必要な情報をサピエへアップロードを行う 等

事 業 内 容

国庫補助率：１／２
（※）地域の特性や利用者の状況に応じ、実施主体が柔軟な形態により様々な事業を実施する。
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１．ICTサポートセンターの概要

大阪府ITステーション

■運営主体

社会福祉法人大阪障害者自立支援協会

■開設

2004年（平成16年）

■住所

大阪市天王寺区上汐４丁目４－１

■ホームページ

http://www.itsapoot.jp/

IT支援機器・ソフトを展示。見て触れることが
できる情報提供体験コーナーを設置 出典：大阪府ITステーション パンフレット
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１ ．ICTサポートセンターの概要

愛媛県障がい者ICTサポートセンター

■運営主体

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団

■開設

2022年（令和４年）

■住所

松山市道後町2丁目12番11号（愛媛県身
体障がい者福祉センター内

■ホームページ

https://www.pref.ehime.jp/page/61
09.html

出典：愛媛県障がい者ICTサポートセンター パンフレット
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１ ．ICTサポートセンターの概要

東京都障害者IT地域支援センター①

■運営主体

社会福祉法人東京コロニー

■開設

2004年（平成16年）

■住所

東京都文京区小日向4-1-6 東京都社会
福祉保健医療研修センター1F

■ホームページ

https://tokyo-itcenter.com/

■事業内容（ホームページより）

●ＩＴ利用相談支援

1.障害のある方や家族等からの電話・FAX・メール又は来所による相談支援業務

2.障害者IT支援に関する区市町村職員様からの相談支援業務

3.ITサポーター（ボランティア）による訪問支援及びセンターでの体験実習支援

4.センター内での機器の展示・体験実習の実施

5.IT地域支援センターホームページの管理・運営業務

6.障害者のIT利用支援のための必要な情報収集・情報提供

●障害者のIT支援者養成研修

区市町村職員等を対象に、障害者IT支援のための講習会の開催

出典：東京都障害者IT地域支援センター ホームページ
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１ ．ICTサポートセンターの概要

東京都障害者IT地域支援センター②

国際福祉機器展（H・C・R）出展

出典：東京都障害者IT地域支援センター Facebookページ https://www.facebook.com/tokyoitcenter
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１ ．ICTサポートセンターの概要

相談支援の流れ
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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンター設置状況（一覧）
掲載場所 https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001151549.pdf

都道府県 実施主体 実施機関

北海道
北海道 一般社団法人北海道視覚障害者福祉連合会

札幌市 札幌市障がい者ICTサポートセンター

青森県 青森県 青森県障がい者ITサポートセンター

岩手県 岩手県 岩手県立視聴覚障がい者情報センター

宮城県
宮城県 みやぎ障害者ＩＴサポートセンター

仙台市 仙台市視覚障害者支援センター

秋田県 秋田県 ー

山形県 山形県

山形県視覚障がい者情報センター（県立点字図
書館） 

山形県聴覚障がい者情報支援センター 

福島県 福島県 福島県視覚障がい者生活支援センター

茨城県 茨城県 茨城県障害者ITサポートセンター

栃木県 栃木県 栃木県障害者ＩＣＴサポートセンター

群馬県 群馬県 群馬県障害者情報化支援センター

埼玉県 埼玉県 埼玉県障害者ITサポートセンター

都道府県 実施主体 実施機関

千葉県 千葉県 障害者ITサポートセンター

東京都 東京都 東京都障害者IT地域支援センター

神奈川県

神奈川県 かながわ障害者IT支援ネットワーク

川崎市 川崎市視覚障害者情報文化センター

川崎市 川崎市聴覚障害者情報文化センター

新潟県
新潟県 ー

新潟市 新潟市障がい者ＩCＴサポートセンター

富山県 富山県 ー

石川県 石川県 石川県障害者ＩＴサポートセンター

福井県 福井県 福井県障がい者社会参加推進センター

山梨県 山梨県 障害者ICTサポートセンター

長野県 長野県 障がい者ITサポートセンター

岐阜県 岐阜県
視覚障害者生活情報センターぎふ 

福祉メディアステーション 

静岡県 静岡県 ー

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001151549.pdf


© 2024 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc. 12

１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンター設置状況（一覧）

都道府県 実施主体 実施機関

愛知県
愛知県

名身連聴覚言語障害者情報文化センター

なごや福祉用具プラザ

わだちコンピュータハウス

名古屋ライトハウス情報文化センター

あいち聴覚障害者センター

名古屋市 名古屋ライトハウス情報文化センター

三重県 三重県
三重県視覚障害者支援センター

株式会社 インテグラル

滋賀県 滋賀県 滋賀県障害者ICT支援センター

京都府
京都府 京都障害者ITサポートセンター

京都市 京都ライトハウス情報ステーション

大阪府 大阪府 大阪府ITステーション

兵庫県
兵庫県

兵庫県点字図書館

兵庫県立聴覚障害者情報センター 

ひょうご障害者スマホ・パソコン相談室

神戸市 神戸アイライト協会 

奈良県 奈良県 ー

都道府県 実施主体 実施機関

和歌山県 和歌山県
和歌山県点字図書館

和歌山県聴覚障害者情報センター 

鳥取県 鳥取県 鳥取県障がい者ICTサポートセンター

島根県 島根県 ー

岡山県 岡山県 障害者ＩＴサポートセンターおかやま

広島県

広島県 広島県障害者ITサポートセンター 

広島市

マーガレットサイト（広島市障害者支援情報提供
サイト） 

公益社団法人広島市身体障害者福祉団体連
合会

広島市視覚障害者情報センター 

山口県 山口県
山口県障害者社会参加推進センター

社会福祉法人山口県盲人福祉協会

徳島県 徳島県 社会福祉法人徳島県社会福祉事業団 

香川県 香川県 ー

愛媛県 愛媛県 愛媛県障がい者ICTサポートセンター

高知県
高知県 ー

高知市 オーテピア高知声と点字の図書館
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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンター設置状況（一覧）

13

都道府県 実施主体 実施機関

福岡県 福岡県 ー

佐賀県 佐賀県 ゆめくれよん＋

長崎県 長崎県 一般社団法人長崎県視覚障害者協会

熊本県 熊本県 ー

大分県 大分県

大分県障がい者ICTサポートセンター（大分県盲
人協会）

大分県障がい者ICTサポートセンター（大分県聴
覚障害者協会）

宮崎県 宮崎県 ー

鹿児島県 鹿児島県 鹿児島県障害者ITサポートセンター

沖縄県 沖縄県 沖縄県障がい者ITサポートセンター

※11自治体が未設置

（県としては未設置であるが、新潟市、高知市は設置済）
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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンターの設置・運営類型

14

類
型

単独拠点型
複数拠点型

共同体型 サテライト型 複数拠点型

特
徴

• 自治体に対してセンター1拠点
を設置。

• 利用者が来訪して相談できる
窓口や機器体験場所等を有す
る場合と利用者宅等に出向く
場合もある。

• 自治体に対してセンター1拠点
を設置。

• 複数のセンターが協定を締結す
る、一部業務を再委託する等、
表向き1法人であるが、実際は
複数の拠点で運営している。

• 自治体において複数のセンター
を設置。

• 本拠地のセンターから離れた場
所に小規模のスペースを準備し、
遠方の利用者にも対応する。

• 自治体において複数のセンター
を設置。

• 広域の支援に対応することや、
専門とする障害種別や知見等
に応じた支援体制を構築し運
営している。

参
考
と
な
る
セ
ン
タ
ー

➢ 東京都障害者IT地域支援セン
ター

東京都におけるICTに関する相談
対応や研修会開催、体験展示場
の設置等の業務を対応する。

➢ 新潟市障がい者ICTサポート
センター

大学病院内の外来に出張訪問を
行い、機器の活用に関する情報提
供や相談対応を行う

➢ 千葉県障害者ITサポートセン
ター

県内の３法人が共同体を結成して
センターを運営する体制を持つ。
参考）千視協・あかね・トライアング
ル西千葉共同事業体

➢ 福祉メディアステーション（岐
阜）

県内で多くの方を支援できるよう、ブ
ランチ拠点を開設し、事業委託を
行い運営する。
参考）岐阜県内には「視覚障害
者生活情報センターぎふ」もあり、複
数拠点型でもある。

➢ 愛知県
愛知県が実施するセンターが５拠
点設置されており、広域の相談対
応を可能としている。
参考）名身連聴覚言語障害者情
報文化センター、なごや福祉用具プ
ラザ、わだちコンピュータハウス、名古
屋ライトハウス情報文化センター、あ
いち聴覚障害者センター
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１．ICTサポートセンターの概要

ICTサポートセンターの課題

ICTやテクノロジーの発展により、センターに対する期待はますます大きくなるが、ICTサポートセンターを対象としたアン
ケート調査やヒアリングからは、下記の課題が分かっている。

◼ 人材、予算、情報の不足

➢ ICTサポートセンターの人材、予算等の不足により、対応できる範囲（件数や期間等）に限りがある。

➢ ICTの発達に伴い、利用者のニーズも従来のパソコン中心からスマートフォンやタブレットを含めた機器に多様化
しているが、人材やノウハウの不足等から、対応が追い付いていないセンターもある。

➢ 属人的な対応や経験での運用となっている。

◼ 提供可能な支援は地域の資源によること

➢ センターでの相談対応方法や、連携できる組織等は、センターが所在する地域の資源に依存する。そのため、
各地域にある資源や関係性の中で工夫して支援を行っている実態がある。

➢ 一方で、地域の資源を把握しきれていない場合もある。

◼ センター同士の事例共有の仕組みやネットワークが構築されていないこと

➢ 連携先の現場の方々とどうやって情報を共有し、必要とされる支援を届けるか等の事例や情報は、他センター
でも有効である。今後、センターの対応力強化のためには、各センターで蓄積された事例やノウハウの共有を行
う等、センター同士のネットワークを構築していく必要がある。
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２．障害者等のICT機器利用支援事業の概要

障害者等のICT機器利用支援事業とは

16

事業のイメージ

障害者等のICT機器の利用機会の拡大や活用能力の向上を目的として、各自治体が設置するICTサポートセンター（ ICT機器の紹介や貸出、利用に係る相談
等を行う拠点：地域生活支援事業等）の活動を支援する「ICTサポートセンター連携事務局」を設置し、ICTサポートセンターにおける取組の好事例の横展開、情
報の共有機会の提供等により、地域における障害者のICT機器利用に関する相談体制等の充実を図る。（令和４年度創設）

○ ICT利用支援会議の実施
○ ICTサポートセンターに対する支援
○ ICT機器に関する情報収集・発信
○ ICTサポートセンター未設置自治体
への支援

○ マニュアル等の作成・発信
○ その他必要な取組

ＩＣＴサポートセンター
連携事務局

A県ICTサポートセンター

ICTサポートセンター設置自治体

ICT機器の
紹介・貸出

ICT機器
利用相談

利用支援団体
の紹介

視聴覚障害者情報提供施設、
障害当事者団体、メーカー、
パソコンボランティア 等 連携

市町村障害担当

身近な相談
窓口支援

WEBによる
情報提供

ICT機器の展示、
体験利用

障害者、そのご家族等 ○PC、スマホ、ネット等の利用において、
・自分に適した機器を知りたい
・基礎的な使い方を知りたい
・便利な利用方法がわからない
○ＩCＴ機器を使った社会参加活動がしたい
○障害により会話が困難となった友人とコミュニケーションがし たい
など

後方支援

出典：厚生労働省
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２．障害者等のICT機器利用支援事業の概要

令和４年度実施内容

https://www.jsrpd.jp/overview/ict/

• インクルサポーターの運営

• 障害者等へのICT機器利用支援実態調査

• 人と未来をつなぐ ICTサポートシンポジウムの開催

※日本障害者リハビリテーション協会が実施

https://www.jsrpd.jp/overview/ict/
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２．障害者等のICT機器利用支援事業の概要

令和５年度実施内容

情報収集 情報共有 情報展開

②ヒアリング調査

➢ ICTサポートセンター
➢ 自治体（センター設置、未設

置）
➢ 有識者（学識、情報提供施設

福祉用具、リハビリセンター等）

③各種情報の整理

➢ 各センターの対応事項一覧
➢ 情報収集先のリスト化

④全国連絡会議の実施

➢ 事業の状況、全国のセンターや
ICT利用機器状況の報告

➢ 有識者による情報提供

⑤地域会議の実施

➢ 具体的な対応事例の検討、
地域の課題について議論

➢ 顔の見える関係づくり

⑥シンポジウムの実施

➢ R5年の事業成果報告、今後の
展開について提示

➢ センターを利用している当事者
等に登壇してもらい、センターの
活用の可能性を周知

⑦ネットワーク構築

➢ 情報の集約化・相談先の明確化
➢ 事務局による相談対応
➢ センター未設置自治体への設置プロセスの提供

①アンケート調査

➢ センター対応事項一覧
➢ 情報収集先リスト

6月

事例検討
（課題、工夫等）

5-6月

7月

共通課題に対する
意見交換

センターの周知

状況把握・課題認
識の共有

未設置自体への
設置支援

センターの状況の
見える化

情報収集先リスト
等の提供

6・10･2月

8・12月

2月
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２．障害者等のICT機器利用支援事業の概要

令和６年度実施内容

既存ICTサポー
トセンター・設
置済自治体 掲載事例収集

マニュアルの意向調査

構成案の検討

ICT利用支援会議の開催（進捗報告、事例共有、ご意見）

R4/R5の課題等の整理

検討・整理 情報収集 作成・試行 展開

基本的な役割の整理

あるべき姿

検討委員会 マニュアルへの助言
ICTサポートセンターの
周知・展開の検討

ワーキング
グループ

事務局

未設置自治体

聞き取り調査

設置意向確認

マニュアル展開

マニュアル作成内容の検討

自治体交流会

相談対応
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３．おわりに

インクルサポーターのご紹介

• インクルサポーターは、ICT機器利用に関する情報を調べたい障害のある方やその家族・支援者と、情報発信をしたいICT

サポートセンターや機器メーカーなどの支援者をつなぐポータルサイトです。

• 令和４年度厚生労働省委託「障害者等のICT機器利用支援事業」で開発されました。

• 利用者会員は、支援者会員が提供するICT機器利用に関する様々な情報を効率的に入手できるとともに、レビュー投稿等

を通じて、支援者会員にフィードバックすることもできますので、ICT機器に係る皆さまはお気軽にご活用ください。

■インクルサポーターとは

■URL・QRコード

https://inclsupporter.jp/

https://inclsupporter.jp/


© 2024 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc. 21

➢ ICTサポートセンター連携事務局では、相談窓口を設置しています。

➢ ICTサポートセンターの運営等についてお気軽にお問合せください。

【連絡先】

メールアドレス：ictsupport2023@nttdata-strategy.com

電話番号 ：０３－５２１３－４２２３

（対応時間 １０：００～１７：００）

３．おわりに
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